
 

 
 

 
令和３年度 事 業 計 画 

（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

 

Ⅰ． 活動の基本方針 

呉法人会は税のオピニオンリーダーたる経営者の団体であるという理念の下、社会全体への貢

献をめざし、「税」を中心とした事業の一層の活性化を図るとともに、適正・効率的な組織運営に努め、

法人会活動の更なる充実に努めます。今年度においては「ウィズコロナで元気に活動」をスローガン

に、感染拡大防止策を万全に行ったうえで活発に活動することとします。 

事業の実施にあたっては、法人会の原点である「税」に関する活動に軸足を置くとともに、地域社

会の健全な発展に資する事業活動にも、積極的に取組んでいきます。加えて、財政健全化のため

の健康経営プロジェクトにも取り組み、企業活動の活性化に繋げていきます。  

また、法人会活動を充実させるうえで組織・財政基盤の強化が重要であるため、会員の増強や部

会、支部会の有意義な活動、および福利厚生制度の推進等以下に掲げる諸施策に取り組んでいき

ます。 

 

Ⅱ． 主な事業計画 

１ 税知識の普及や納税意識の高揚を目的とする事業 

（１） 研修活動の充実 

税に関する研修会を通じ、令和３年度税制改正について周知するとともに、納税意識の高揚

と税知識の普及啓蒙を図ります。また、会員企業に加えて一般市民も対象とした研修・講演

会を開催し、税知識の普及と啓発に努めます。 

（２） 租税教育に関する事業 

「租税教室」や「税の絵はがきコンクール」等の租税教育活動をより充実させ、次世代を担う児

童生徒に対し租税の意義、役割など税への関心を高めていきます。 

（３） 税知識普及のための街頭活動 

「税を考える週間」に合わせ、協賛事業として税情報の街頭広報を実施します。 

 

２ 税を巡る諸環境の整備改善等を図る事業 

（１） 税制改正に関する活動 

呉税務署管内の法人（特に中小企業）の立場から、望ましい税制・財政のあり方について調

査研究を行い、将来を展望した建設的な提言を地元選出の国会議員および呉市長等に行い

ます。 

（２） 税に関する広報の充実 

「期限内納付推進運動」並びに「e-Ｔax」、「eLTAX」、｢ダイレクト納付｣、「マイナンバー制度」を

普及推進するため、各種媒体を利用した税関連情報を発信します。 

 

３ 地域企業の健全な発展と、地域社会への貢献を目的とする事業 

 呉税務署管内の法人および個人事業主を対象に、経営に関する専門的な知識から健康に関す

る身近な知識まで、研修活動・情報提供を通じて地域企業の健全な発展を支援します。また、会

員相互の交流・情報交換を促進して、企業価値の向上を支援します。 

地域社会への貢献を目的として、会員および地域住民を対象とした講演会を開催します。 

 

 

 

 



 

４  法人会会員の活動を支援することを目的とする事業 

（１）組織の強化・充実 

組織委員会と連携し法人会を挙げて会員組織の充実拡充を図り、福利厚生制度取扱３社との

協力体制を一層強化して会員増強に努めます。今年度においても、９月から１２月の４ヶ月間を

「会員増強月間」とし、呉税務署・中国税理士会呉支部、福利厚生制度取扱会社及び地元金融

機関の協力を得ながら、より効果的な新規加入推進を行います。また、支部研修会等で会員相

互の交流を深め、税に関する知識向上につながる効果的な活動を充実させて、組織基盤の強化

に努めます。 

（２）広報活動の充実 

社会に対して、税の啓発、法人会の知名度向上、活動内容の対外的な周知、入会促進等に資

する広報活動を展開します。ホームページにより税に関する情報や活動状況を発信する他、会

報「灰ヶ峰」の発刊により、「税」をはじめとする様々な情報の発信や法人会活動のＰＲを図りま

す。 

（３）青年・女性・調査課部会の充実 

① 青年部会活動の大きな柱である「租税教育活動」および「部会員増強運動」については、より

積極的に「租税教室」の講師を育成・派遣すると同時に、青年部会としての組織の充実に努めま

す。加えて、「健康経営を柱にした企業の活力向上がもたらす税収の増加」と「適切な医療利用

による医療費の適正化」を両立させるため、「財政健全化のための健康経営プロジェクト」の普

及を新たな活動の柱とします。また、今年度は部会創立40周年を迎えることから、記念事業を開

催します。 

② 女性部会は、部会の定める目的に従い部会員の資質向上と法人会活動の充実・活性化に努

めます。また、税の啓発活動（税の絵はがきコンクール）や社会貢献活動を積極的に進めます。 

③ 調査課部会は、部会の定める目的に従い研修活動等を実施し、部会員同士の連帯並びに法

人会活動の充実・活性化に努めます。 

 

５ 会員の福利厚生のための事業 

  今年度（2021年）は経営者大型総合保障制度創設（1971年）から50周年を迎えることから、「１

社でも多くの会員企業を守りたい」という福利厚生制度創設時の理念を徹底し、福利厚生制度の

魅力を向上させるため、協力3社との連携を一層強化し情報提供先の拡充および接点構築の支

援を行い、より多くの企業経営者に自己実現欲求を充足できるサービスを提供します。 

特に福利厚生制度の中核を占める経営者大型総合保障制度（Ｊタイプ）の推進にあたり、青年

部会並びに女性部会との連携により、制度推進のための紹介運動および加入促進運動を実施し、

福利厚生制度の拡大と財政基盤の安定を図ります。 

 

６ その他の事業 

法人会連合会等が主催する各種の大会や研修会に積極的に参加することにより、情報収集と

連携強化に努めます。 

また、法令に基づく適正な情報開示を行うとともに、ホームページの充実等をはかり、一般市民

に対して 「税」をはじめとする様々な情報の発信や法人会の存在意義（活動状況）と機能につい

てＰＲに努めます。 


